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調査の概要 

⚫ 調査目的 夏季一時金の妥結状況を的確に把握し、労使に情報を提供する。 

⚫ 調査対象 県内の民間労働組合から抽出した 420組合 

 

調査結果の概要 

⚫ 平均要求額 

平均要求額は687,132円で、前年同期と比べ金額で35,514円増加し、 

平均要求月数は2.42か月で、前年同期を0.05か月上回りました。 

⚫ 平均妥結額 

平均妥結額は589,791円で、前年同期と比べ金額で46,312円増加し、 

平均妥結月数は 2.08か月で、前年同期を 0.10か月上回りました。 

 

特徴と傾向 

⚫ 平均妥結額及び平均妥結月数はいずれも前年同期を上回り、平均妥結額は現在の算出方法で

比較可能な平成12年以降で最も高い額となり、３年連続で最高額を更新しました。 

⚫ 妥結額の分布状況をみると、「40万円台」が全体の15.5％にあたる29組合と最も多く、 

「60万円台」（同15.0％、28組合）、「50万円台」（同14.4％、27組合）と続きます。 

 

 

長野県内の民間労働組合を対象に、夏季一時金要求・妥結状況を調査しました。 

最終報（７月31日時点）として、有効回答のあった189組合について集計を行いました。 

そのうち189組合が一時金要求を行い、187組合が妥結しました。 

長野県（産業労働部）プレスリリース 令和８年（2026年）８月 27日 

令和８年夏季一時金要求・妥結状況調査結果（最終報）

をお知らせします。 

（問い合わせ先） 

担当 労働雇用課調査情報係 吉沢、加藤 

電 話：026-235-7119（直通） 

    026-232-0111（代表）内線 2476 

ＦＡＸ：026-235-7327 

E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp 



 調査日　令和８年７月31日
    公 　表　令和８年８月27日

○産業別要求・妥結状況  長野県産業労働部労働雇用課

産業 平均年齢 平均賃金 組合数
平均

要求額
平均

要求月数
前年

組合数
前年平均
要求額

前年平均
要求月数

組合数
平均

妥結額
平均

妥結月数
前年

組合数
前年平均
妥結額

前年平均
妥結月数

歳 円 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月

39.5 315,727 7 1,024,000 3.24 6 1,090,946 3.49 7 930,936 2.95 6 868,087 2.78

食　料　品 39.2 261,754 12 561,692 2.15 15 562,536 2.19 12 499,812 1.91 15 462,480 1.80

繊維工業 X X 1 X X 1 X X 1 X X 1 X X

ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品 42.3 297,826 4 615,686 2.07 5 695,475 2.38 4 594,703 2.00 5 644,318 2.21

印刷・同関連 42.7 221,328 5 348,011 1.57 4 422,257 1.84 4 293,357 1.27 4 250,954 1.10

鉄鋼・非鉄金属
・金属製品 40.4 273,556 14 685,867 2.51 13 589,716 2.19 14 539,077 1.97 12 421,140 1.57

機械器具 39.8 280,601 23 764,459 2.72 23 721,714 2.54 23 660,769 2.35 23 614,554 2.16

電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ
・電子回路 42.0 314,594 9 775,027 2.46 9 683,281 2.36 9 685,186 2.18 9 590,997 2.04

電気機械器具 41.5 286,645 23 713,649 2.49 23 728,062 2.62 23 647,634 2.26 23 655,407 2.36

情報通信機械器具 41.1 324,136 6 744,686 2.30 4 746,435 2.30 6 746,807 2.30 4 688,265 2.12

輸送用機械器具 40.3 300,110 16 811,294 2.70 18 737,742 2.62 16 754,563 2.51 18 679,252 2.42

その他製造 39.5 279,567 11 682,619 2.44 11 620,599 2.27 11 625,760 2.24 11 588,438 2.15

40.3 269,721 3 718,907 2.67 4 785,886 2.61 3 639,530 2.37 4 719,290 2.39

X X 2 X X 2 X X 2 X X 2 X X

45.5 236,109 17 575,000 2.44 22 578,784 2.54 17 367,480 1.56 22 346,797 1.52

38.9 284,019 10 616,032 2.17 13 548,654 2.05 10 514,128 1.81 13 482,444 1.81

- - - - - - - - - - - - - -

38.7 268,575 3 578,533 2.15 2 X X 3 579,341 2.16 2 X X

41.3 309,203 12 584,985 1.89 12 504,914 1.78 11 440,638 1.46 9 395,742 1.42

39.0 307,761 11 674,882 2.19 11 660,704 2.11 11 517,981 1.68 11 501,124 1.60

40.8 283,408 189 687,132 2.42 198 651,618 2.37 187 589,791 2.08 194 543,479 1.98

製造業計 40.6 283,954 124 702,249 2.47 126 665,921 2.41 123 625,326 2.20 125 577,968 2.09

非製造業計 41.2 282,366 65 658,295 2.33 72 626,588 2.31 64 521,498 1.86 69 480,999 1.78

○企業規模別要求・妥結状況

規模 平均年齢 平均賃金 組合数
平均

要求額
平均

要求月数
前年

組合数
前年平均
要求額

前年平均
要求月数

組合数
平均

妥結額
平均

妥結月数
前年

組合数
前年平均
妥結額

前年平均
妥結月数

歳 円 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月

41.1 263,796 107 612,226 2.32 110 595,189 2.28 106 502,673 1.90 110 473,282 1.82

40.2 302,767 52 752,567 2.49 59 692,442 2.43 52 664,483 2.19 56 600,449 2.11

40.9 319,800 30 840,877 2.63 29 782,604 2.55 29 774,293 2.44 28 705,313 2.30

令和８年夏季一時金要求・妥結状況（最終報）

区分

要　　　求 妥　　　結

前年同期結果
（R7.7.31）

前年同期結果
（R7.7.31）

建　設　業

電気・ガス

情報通信業

運 輸 業

卸売業，小売業

金融業，保険業

製
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
業

教育，学習支援業

医療，福祉

上記以外の
サービス業等

全　産　業

区分

要　　　求 妥　　　結

前年同期結果
（R7.7.31）

前年同期結果
（R7.7.31）

300人未満

300～999人

1000人以上

（注）　1　要求・妥結状況は、単純平均による。

　　　　2　平均妥結月数は、妥結組合の平均賃金に対するもの。

　　　  3  統計表中における該当数値がない場合は「-」、要求又は妥結で組合数が１又は２の場合は数値は「X」としている。
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○平均妥結額分布状況

前年同期
構成比

前年同期
構成比

％ ％

0.5 12.9

4.1 5.2

11.3 4.1

12.9 1.5

16.5 0.5

14.9 0.5

14.4 0.5

100

○年次別推移状況【最終報】

年 円 円 か月 円 か月 ％

 平成 15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

1

2

3

4

5

6

7

8

注）　前年比△は、マイナスを表す。
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3.4

8.5

274,668 651,618 2.37 543,479 1.98

283,408 687,132 2.42

507,692 1.97 10.0

261,373 603,699 2.31 502,877 1.92 △0.9

252,001 572,437 2.27 469,642 1.86 △0.8

要求組合の
平均賃金

年次

1.98

平均要求額 平均妥結額
平均妥結額の

前年比
平均妥結月数平均要求月数

2.17

2.14

2.20

2.29

2.26

1.64

1.81

1.81

1.84

1.91

1.40

1.60

2.36

2.16

2.28

2.31

2.27

2.33

2.29

2.03

2.14

2.16

248,770

246,857

244,820

248,468

246,755

249,257

247,247

250,643

254,716

255,892

247,669

251,330

250,705

249,796

247,377

552,586

534,679

573,005

579,719

566,684

583,255

577,590

587,284

569,920

500,283

523,675

532,970

540,573

528,615

576,646

平均妥結額 組合数 構成比 平均妥結額 組合数

10万円未満 1 0.5 70万円台

構成比

組合 ％ 組合 ％

23 12.3

10万円台 6 3.2 80万円台 15 8.0

20万円台 20 10.7 90万円台 9 4.8

30万円台 17 9.1 100万円台 7 3.7

40万円台 29 15.5 110万円台 3 1.6

50万円台 27 14.4 120万円台 0 0.0

60万円台 28 15.0 130万円以上 2 1.1

合　計 187 100.0

( 注)  1 構成比の合計は、 四捨五入の結果100. 0になら ない場合がある 。

     2 前年同期は、 令和７ 年７ 月31日現在のも の。

1.85

3.6

459,274

475,621

△ 2.9

1.83

1.85

－406,884

11.9

△ 0.4

455,292

453,386

1.54

1.3

△ 25.0

461,832

346,587

4.9

378,566

397,254

1.5

△ 3.3

403,049

389,737 1.58

9.2

1.60

8.7

9.4

423,500

463,410

2.2

6.2

473,473

498,868

1.69

△9.0251,093 556,001 2.21 434,819 1.73

△4.2令和 252,473 582,854 2.31 477,979 1.89

4.5

256,244 566,749 2.21 461,678 1.80 6.2

257,680 599,612 2.33

589,791 2.08

266,083 620,740 2.33 525,746 1.98



 調査日　令和８年７月31日

  公  表   令和８年８月27日

 長野県産業労働部労働雇用課

平均年齢 平均賃金 組合数 平均要求額
平均

要求月数
前年

組合数
前年平均
要求額

前年平均
要求月数

組合数 平均妥結額
平均

妥結月数
前年

組合数
前年平均
妥結額

前年平均
妥結月数

組合 歳 円 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月

84 41.3 286,475 38 668,061 2.33 38 701,710 2.54 37 528,072 1.86 36 547,317 1.99

116 40.3 287,455 54 708,038 2.46 58 636,145 2.30 53 650,534 2.25 56 571,580 2.07

100 41.7 286,552 39 661,771 2.31 45 665,076 2.41 39 586,183 2.05 45 550,465 2.00

120 40.5 275,515 58 697,217 2.53 57 623,343 2.30 58 576,083 2.09 57 507,932 1.87

420 40.8 283,408 189 687,132 2.42 198 651,618 2.37 187 589,791 2.08 194 543,479 1.98
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令和８年夏季一時金要求・妥結状況（最終報）
【労政事務所別結果】

区分

要　　　求 妥　　　結

前年同期結果
（R7.7.31）

前年同期結果
（R7.7.31）

（注）　1　要求・妥結状況は、単純平均による。

　　　　3　労政事務所別結果については、報告のあった組合を各労政事務所管内別に集計している。

労政事務所

東信労政事務所

南信労政事務所

中信労政事務所

北信労政事務所

県　　計

調査対象
組合数

　　　　2　平均妥結月数は、妥結組合の平均賃金に対するもの。


